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1．プロジェクトの達成目標 

1-1．全体目標及びリサーチ・クエスチョン 

＜PJ 達成目標＞ 
・寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐスキーム（寄付者意思の尊重の手法）について、現状と課

題が把握される。 
・寄付の行動変容を引き起こすための有効な情報が明らかになる。 
・有効な情報を実装したモデル WEB サイトが構築される 
・寄付対象の信頼性を担保する、寄付適格性分析手法を提案する 
・寄付適格性についての評価が 10 事例できる 
 
＜目標変更について＞ 
前半の研究活動が終了した段階で、領域担当からの要請にもとづき計画修正を行い、「寄付の成果

測定方法の開発」を削除し、代わりに「寄付者意志の尊重手法の現状把握」が目標に追加された。 
 
＜リサーチ・クエスチョン＞ 
寄付を促すためには、どのような仕組みが有効か 
①寄付対象の信頼性を担保する情報とは何か 
情報は寄付に関する意識変容を引き起こすか？  
どのような情報が寄付に関する意識変容を引き起こすか？ 
年代別に寄付者の意識変容に相違はあるか？ 
②多世代共創の経験は、寄付意向に影響を与えるか？ 
③寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐ、寄付者意思を尊重した寄付の仕組みには、どのようなス

キームがあるのか 
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1-2．背景 

本プロジェクト提案は、この地域ビジョンを実現するうえで、持続可能な社会づくりに取り組

む NPO や社会的企業を支える「ソーシャルなお金」、特にその中で最も手軽に一般市民や企業の

参画が可能な「寄付」に着目し、「お金を媒介とした多世代共創」の推進について、有効な手法の

検討を行うものである。 
現在介護、医療、子育て、環境、エネルギーなど多くの課題が山積している。これらの課題の

解決のためには行政セクターだけでなく、NPO や社会的企業等が、革新的な視点から事業に取り

組んでいる。このような社会課題解決型の NPO や社会的企業は、たとえ利益が上がっても利益

の再分配を行わないので、NPO・社会的企業等の公益的な活動を支える資金は、経済的リターン

ではなく社会的リターンを重視する、「志あるお金」「ソーシャルな資金」である必要がある。こ

のような資金には、寄付やベンチャーフィランソロピー、社会的投資など各種の形態があるが、

寄付はその中で最も社会性が高く、誰でも少額でも拠出できて、多様な価値観の民主的な社会を

支える資金として重要である。 
寄付は「お金」であるがゆえに、空間や時間の隔たりを超えた多世代共創を可能にする。例え

ばオンライン寄付は、ローカルな課題に対して全国の多世代が共創することを可能にする。遺贈

は文字通り死後の社会貢献であるので、時間を超えて現在世代と将来世代の間の共創を実現する。 
しかし日本の個人寄付額は年間 7,756 億円（2016 年）と、米国の 30 兆 6,664 億円の 40 分の

１にすぎず、国力に比べ、市民の社会貢献力は弱い状況にある。しかし長年日本の寄付の課題で

あった寄付税制は、個人が公益法人、認定ＮＰＯ法人等の税制優遇の対象団体に寄付をした場合、

確定申告すれば所得税と地方税とあわせて最大で、寄付額の約 5 割まで税金を減額できる世界最

高水準になった。東日本大震災の際には約 7 割の人が寄付して、市民の寄付リテラシーは上がっ

たといわれている。また、高齢化や地方の疲弊など行政だけでは今の社会課題に対応しきれない、

日本の子どもの 7 人に 1 人が貧困状態にある等の報道に接し、何か自分に出来ることはないかと

考える人の割合が高くなっている。 
しかし環境変化にもかかわらず寄付が伸び悩んでいる原因には、寄付したくても、どこに寄付

したらよいのか、信頼できる団体はどれか分からないといった、情報の不足という問題が発生し

ている。 
 

日本においては、持続可能な社会づくりに取り組む NPO や社会的企業を支える「ソーシャルな

お金」が十分開発されているとはいえない。その原因は、①「寄付」について、その役割やイン

パクト、適切な寄付先についての情報が少なく、寄付の社会的効果についての信頼感が醸成され

ていないこと、②寄付者の意思が尊重される仕組みが十分に開発されていないことである。 
   本プロジェクトはこの状況を変えるために、潜在的寄付者の行動変容を引き起こすために有

効と想定される NPO の寄付適格性に関する評価情報を開発し、市民参加型 WEB サイトの試験的

運用や多世代が実際に顔をあわせ交流し共創する場などを通じて情報を届け、潜在的寄付者の行

動変容を測定することを通じ、寄付者の寄付意識を高めるために有効な情報や参加方法について

提案するものである。また特に遺贈を前提に、現行の法律、税制にもとづく各種の寄付スキーム

において、寄付者の意思がどこまで尊重されうるかという点について、現状と課題を整理するも

のである。 
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1-3．ロジックモデル 
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持続可能な社会づくりに取り組む NPO や社会的企業を支える「ソーシャルなお金」が十分開発されていない。その原因は、①「寄付」につい

て、その役割やインパクト、適切な寄付先についての情報が少なく、寄付の社会的効果についての信頼感が醸成されていないこと。②寄付者の

意思が尊重される仕組みが十分に開発されていないこと。 

NPO の寄付適

格性に関する評

価の開発 

寄付者の効果的な

判断を助けるため

の、寄付適格性情

報 

寄付者と寄付者をサポ

ートする立場の専門家 

NPO など寄付の受け手 

NPO の情報開示が進

み、市民の NPO への

信頼や寄付の必要性

についての認識が高

まる 

潜在的な寄付

者の行動変容

をうながす、

参加型サイト 

市民、企業などの潜

在的寄付者でイン

ターネット情報を

活用できる層 

寄付という行動へ

の抵抗感が低下す

る。 

寄付がライフスタ

イルに定着し、NPO

や社会企業家を支

える資金が増大 

オンラインを活用

した寄付文化の拡

大手法の検討 

多様な世代に向

けたイベントの

実施 

多様な世代が参

加し、共創する場

における交流、情

報提供 

寄付という

形で地域づ

くりに多様

な世代が参

画し、地域社

会を持続可

能にするた

めの先駆的

活動を支え

る資金の流

れが生まれ

る 

人と人とのつなが

りの再構築、コミュ

ニティの新たなつ

ながりと活性化 

現行の各種ス

キームの現状

把握 

寄付について社会的信

頼感が醸成される。専

門家の活動領域の中に

寄付が定着する。 

寄付者の意思

を尊重する寄

付スキームの

検討 

子育て世代、壮年層、

高齢者など、多様な

ライフステージの市

民 

潜在的寄付者（特に遺

贈を考える人）や寄付

者にアドバイスを行

う専門家層 

多世代の交流、共創

によって、社会的活

動や寄付について

の信頼性が高まる 

現行の各種スキー

ムの可能性と課題

が明確になる 

意志ある寄付

の拡大に向け

た制度提案 
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2．研究開発の実施方法・内容 
2-1．研究開発実施体制の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
総括グループ 

リーダー：岸本 幸子（代表者） 

実施項目：研究全体の進捗管理と

報告書の策定 

実施者：研学・実民・実産 

マネジメントグループ 

リーダー：関 和美 

実施項目：資金管理、連絡調整 

実施者：実民 

リサーチグループ 

リーダー：田口由紀絵 

実施項目： NPO の寄付適確性に関する

評価、参加者の意志変化の測定、寄付の

出し手と受け手の齟齬を防ぐスキーム

の検討

広報・社会実験グループ 

リーダー：鷹野秀征  

実施項目：オンライン及びオフラインに

よる寄付文化の拡大の実践 

実施者：実民・実産 

仮説の検証・結果 

仮説 
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寄付を媒介とした多世代共創モデルの提案

持続可能な社会づくりに取り組むNPOや社会的企業を支える
「ソーシャルなお金」の循環

多世代共創による
持続可能な都市・地域の実現

情報をつくる

•寄付者の判断
を助ける情報、
つまり寄付に
よって社会的
インパクトを生
むことができる、
信頼できる組
織の情報

•寄付者の意志
が尊重される
スキームの研
究

情報を流す

•WEBサイト、
SNSを活用し
た参加しやす
い機会の提供

•寄付者と寄付
の受け手の出
会いの場

•弁護士、税理
士等の専門
家による相続、
遺言による寄
付の紹介

多様な
世代で
自分に

合った寄
付

行動を促す

初めの一歩
の少額寄付

プロボノ活動

オリジナル基金

マンスリーサ
ポーターになる

遺言書、寄付
契約書の作成

団体を人に紹介する

チャリティイベン
トへの参加

意識が変わり、
多様な世代の参画が
進む

NPOや社会企

業家がより透明
性が高く、持続
可能な社会に
向けてより大き
な成果を生む

コミュニティ
の新たなつ
ながりが生
まれる

寄付につい
て社会的信
頼感の醸成

持続可能な社
会に向けた関
心が高まる

寄付がライフ
スタイルに定
着し、多様な
世代で、寄付
が行われる

現状

•寄付者の判断
を助ける意味
ある情報の不
足

•寄付者の意志
が尊重される
かどうか、不安

2-2．取り組みの概要 
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2-3．実施項目・内容 

 
2-3-1． 実施項目１ 研究全体の進捗管理と報告書の策定 
①目的：研究全体を総括し、成果の実装に向けた提言を策定する。 
②実施内容：研究会の開催 
ア 研究全体計画の構築、進捗管理、 
イ 研究結果の検証と一般化のための分析、提言 
ウ 成果取りまとめした最終報告書の完成は平成 30 年 3 月予定 
 
2-3-2. 実施項目２ NPO の寄付適格性に関する評価作業 
① 目的：寄付適格性評価のモデル事例１０団体を作成する。 
② 実施内容： 
 
（１）評価手法の検討 
・英国の New Philanthropy Capital（NPC）のアプローチを研究し、本財団がこれまで日本国内

の NPO を対象に使用してきた組織診断シートにおけるチェック項目と統合した。NPC の

Purpose, Impact practice, People, Finance and operation の４つの主要評価領域と key 
questions を前提に、具体的な質問項目やエビデンスの範囲については、日本の現状に合わせて開

発を行った。 
・日本における NPO に関する既存の３つの組織評価手法（エクセレント NPO、非営利組織評価

センターによる評価基準、JANIC のアカウンタビリティチェックリスト）と比較して、ガバナン

ス、コンプライアンス、市民性など組織の安定性を評価する部分に加え、成果志向の度合いにつ

いても評価することが可能になり、評価結果をもとに格付けを行うことにより、寄付者が寄付先

を選択する際に新たな情報を提供することが可能になった。 
 
 
 

パブリック 

リソース財団 
CANPAN 

非営利組織 

評価センター 

エクセレント 

NPO 

JANIC 

アカウンタビリティ 

ポイント 「目的」 

「インパクトの

実践」 

「人」 

「財政と運営」 

情報公開の透明

性 

ガバナンスとコ

ンプライアンス 

情報公開の透明

性 

「市民性」 

「社会変革性」 

「組織安定性」 

対象が NGO 

「組織運営」 

「事業実施」 

「会計」 

「情報公開」 

評価方法 完全な第3者評価 オートシステム 自己診断と第3者

評価の併用 

第 3者評価、審査 自己診断と第 3者評価の

併用 

利用方法 格付け 

ValueMaker 掲載 

サイトへの掲載 サイトへの掲載 受賞 

サイトへの掲載 

サイトへの掲載 

JPF 助成資格 
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（２）課題テーマと団体の選定 
以下のプロセスで、「ふつうの市民」が「わが事」として関心をもてる課題テーマの選定を行い、

団体抽出を行った。 
・弊財団のオンライン寄付サイト GiveOne の登録団体を対象に、「貴団体で取り組んでいる分野

で、2030 年の日本社会で予測される問題」について尋ねるアンケート調査を実施した。 
・前項で把握した、NPO・社会企業家の取り組みが期待される社会課題領域について、ネットモ

ニター調査を行い、潜在的寄付者が関心をもつ領域を抽出した。 
・回答者を「２０１６年参院選での投票」（社会意識）と「２０１６年に３０００円以上の寄付経

験」（寄付意識）によって分けて集計し、「投票経験があるが、寄付経験がない層」を潜在的寄付

者群と位置付けて、「投票経験も寄付経験もある層」において関心が高いが、潜在的寄付者群にお

いては、あまり関心のない領域を、本プロジェクトにおける社会実験の対象領域として抽出した。 
・対象領域（５領域程度を想定）別に、課題解決に取り組む１～２の先駆的団体（合計１０団体

程度）を抽出した。 
 
  
（３）評価の実践 
 開発した評価手法を活用して、上記の団体の評価を実践した。 
 各団体の基本資料を分析したのに、訪問による聞き取り調査を実施し、「目的」「インパクト実

践」「人」「財政と運営」の４つの領域で、各団体を評価した。 
 
 
4 領域、17 項目の組織評価 
 
領域 1 目的 
①ビジョンとミッションはニーズに応えているか 
②目標を達成するための優れた戦略を持っているか 
③活動は戦略を反映しているか 
④成果を出しているか 
 
領域 2 インパクトの実践 
⑤学び改善するために情報を活用しているか 
⑥自分たちが達成することは何かが明確になっているか 
⑦正しく評価を行っているか 
⑧評価の結果を公開しているか 
 
領域 3 人 
⑨優れたリーダーシップがあるか 
⑩優れた人材を採用しやる気を引き出しているか 
⑪ガバナンスはしっかりしているか 
⑫プログラムの利用者も団体の活動にうまく巻き込んでいるか 
⑬健全な組織文化があるか 
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領域 4 財政と運営 
⑭必要な資金を十分に確保できている 
⑮財政運営は優れているか 
⑯業務管理は優れているか 
⑰すべてのリソースを効率的に活用できているか 
 
 
 
 
 
 
情報収集の範囲と評価プロセス 
① 基本資料*の分析 

基本資料： ミッション・ビジョン、セオリーオブチェンジ、戦略計画（中期計画）、年

次計画、事業報告書、決算報告書、評価報告書、ウェブサイト、各種パン

フレット、各種ニュースレター、年次レポート等 
 
②  訪問、聞き取り調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

web サイトや基本資料、外部評価等をもとに事前評価 

 

 

団体訪問して、３時間程度のヒアリングを実施 

 

 

事前評価とヒアリング情報をもとに、総合評価。場合によって、メ

ールや電話、または 2回目のヒアリングを実施し、追加情報収集。 

 

評価結果、格付け結果を団体にフィードバック。評価の基礎となる

事実認識について齟齬のないことを確認。 

 

①事前評価 

②ヒアリング 

③総合評価 

④評価結果の団体確認 
確認
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格付けについて 
上記の４つの領域（「目的」、「インパクトの実践」、「人」、「財政と運営」）の評価結果を点数化し、

格付け（最高点★★★）を行った。 
 
領域ごとの点数と評価 

点数 評価 

4 当該領域ですぐれた取り組みが行われている 

3 当該領域で十分な取り組みが行われている 

2 当該領域で十分な取り組みに若干欠ける 

1 当該領域において取り組みが不十分である 

 
総合評価 

 
 
 
2-3-3. 実施項目３ オンラインを活用した寄付文化の拡大の実践 
① 目的：寄付者参加型の WEB サイトを構築し、寄付の実践を促す 
課題解決の重要性を認知し、自ら行動を起こす動機づけを得られることを目指す。 
② 実施内容：WEB サイトの運営 
（１）市民が社会課題の解決するための参加型サイトとして、WEB サイト（名称：ValueMaker）
を構築した。https://valuemaker.jp/home 
持続可能な社会づくりに向けて、一人ひとりの市民の「何とかしなければ」という「わが事」意

識を醸成し、社会課題解決への参加を促進することを目的に、以下の機能を導入した。 
 
a)社会課題解決への道筋をわかりやすく解説 
持続可能な社会の実現に向けて重要であり、多くの人の寄付や協力を必要としている課題をピッ

クアップし、NPO や社会企業家等の取り組みの重要性を解説すると同時に、NPO や社会企業家

が具体的にどのような手段、イノベーションを通じ、課題解決に取り組み、変化を生もうとして

いるのかを示し、潜在的寄付者の課題解決への参加モチベーションを高める。 
 
b) NPO 等に関する評価・格付け（前項を活用）された団体を掲載 
ValueMaker では、優先度の高い社会課題をピックアップし、その課題に効果的に取り組む組織

を評価している。ぶれない目的を掲げ、失敗から学び、社会の変化に柔軟に対応できる組織であ

るかどうかを、17 の項目で評価して、格付けを行う。格付けは、★★★（大変優れている）、★

★（優れている）、★（合格）、星なし（努力が必要）の 4 段階であり、今回サイトに掲載するの

は、★（合格）以上の組織のプロジェクトとした。 
c)具体的な参加方法の提示 

点数 評価 Value Maker 
☆☆☆ 社会的インパクトを出せる団体として大変優れている 掲載 
☆☆ 社会的インパクトを出せる団体として優れている 掲載 
☆ 社会的インパクトを出せる団体である 掲載 

星なし 社会的インパクトを出すために努力が必要 掲載なし 
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クレジットカードでの少額からの寄付、SNS による情報拡散、団体からの要請に応えるボランテ

ィア参加、現物寄付、誕生日などの記念日寄付、誰かを偲ぶメモリアル寄付、チャリティランな

どチャレンジ寄付など、ハードルの低い参画方法を搭載した。 
 
 
2-3-4. 実施項目４ オフラインでの寄付文化の拡大の実践⇒未実施 
① 目的：多様な世代が寄付を誘発すると想定される情報に触れる場面として、活動団体との交

流会、多世代共創型の団体交流会、シニア層が特に関心を寄せる遺贈セミナーという 3 種類の異

なる機会を設置する。 
② 実施内容⇒未実施 
ア 団体交流会の開催（東京 1 回、活動団体と潜在的寄付者が意見交換できる場） 
イ 多世代共創型の団体交流会の開催（福島 1 回） 
ウ 遺贈に関するセミナー開催（東京１回） 
 
2-3-5. 実施項目５ 寄付の成果測定方法の開発⇒計画修正のため、削除 
 
2-3-6. 実施項目６ 参加者の意識変化の測定⇒未実施 
① 目的：実施項目３と４で設定した情報発信の機会ごとに、参加者の意識変化を測定し、適切

な情報提供が意識変化を誘発する上で有効であるという仮説の検証を行う。 
② 実施内容⇒未実施 
ア 実施項目３の WEB サイトを通じて発信する情報による意識変化の測定に関しては、ネット

のモニター調査を使い、WEB サイトを見る前と見た後で起こる意識の変化をアンケートによって

測定する。モニターは人口構成に比例した世代別の割り付けを行い、世代別の比較ができるよう

にする。 
イ 実施項目４のイベントを通じて提供する情報による意識変化の測定に関しては、団体交流会、

多世代共創型交流会、遺贈セミナーという３つの異なる会合において、会合前後の参加者の意識

変化をアンケートによって、測定する。 
 
 
2-3-7. 実施項目７ 寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐスキーム（寄付者意思の尊重の手法）

の検討 
①目的 
潜在的寄付者（特にシニア層）の「資産寄付」に関する不安を解消する手法として、寄付 
者意思を継続的に尊重しうる寄付スキームについて多方面から検討し、各スキームごとに 
現状と課題を整理する。 
② 実施内容 
第一回 8 月 17 日（木）15 時～17 時 樽本哲氏 負担付贈与（生前寄付、遺贈）について 
第二回 8 月 21 日（月）15 時～17 時 本郷順子氏 財団設立について 
第三回 8 月 24 日（木）16 時～18 時 斎藤弘道氏 信託の活用について 
第四回 8 月 24 日（木）18 時～20 時 星田寛氏 公益信託の活用について 
第五回 8 月 28 日（月）18 時 30 分～20 時 30 分 太田達男氏 新公益信託制度について 
 
 
〇検討の前提となる寄付者イメージ 
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寄付に関し、以下のような「願望」「こだわり」「意思」をもつ寄付者。 
・自分が支援したい公益事業分野に、使途を限定して寄付したい。 
・具体的な寄付先の選定に、自分または自分の指名した者が携われるようにしたい。 
・寄付は、まとまったお金を一度に出すのではなく、様子を見ながら分割して行いたい。 
・寄付金が自分の希望通り有効に使われているか、成果が挙がっているかについて、自分 
 または自分の指定した者が直に確認できるようにしてほしい。 
・寄付金が期待通りに活用されていないと自分または自分の指定した者が判断したとき 
 には寄付金の支給を止め、別の寄付先を選定できるようにしたい。 
・自分の財産を、自分（および家族）のためと公益のために両立して使う方法はあるか。 
・寄付に関する税の優遇（寄付金控除・相続税非課税等）が受けられるようにしたい。 
 
〇検討対象とする現行寄付スキーム 
①贈与契約（負担付贈与・死因贈与） 
②遺贈 
③財団設立 
⑤信託（分割給付型、受益者連続型、受益者指定・変更権留保型、受託者裁量権付与型、公益残

余権型、公益先行型 等） 
⑥公益信託（改正検討中の新制度） 
 
〇検討事項 
寄付者の「願望」「こだわり」「意思」を尊重し実現させるためにはどのような対応が可能かにつ

いて、主に次のような観点から、上記の各スキームごとに検討した。 
・寄付者ニーズ（主に②～⑤）を実現させるための具体的手法および寄付を受ける側として容 
 認できない条件・負担の内容 
・寄付者ニーズが実現可能とした場合のそのスキームのメリット・デメリット（そのスキーム 
 固有の利点と制約） 
・課税上の問題点・留意点の有無 
・寄付者ニーズ（主に②～⑤）に対応する側に必要とされる体制・コストとその確保策 
・前記寄付者ニーズに応ずるための寄付財産の規模・種類のイメージ 
・寄付者と寄付先とを結びつけるための各種手法 
・寄付者の意向に最も即した寄付先情報の提供                   
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3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクトの目標達成状況及び結論 

3-1-1. 目標１「寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐスキーム（寄付者意思の尊重の手法）

について、現状と課題が把握される」について 
寄付者意志を下記（１）～（４）に分類し、具体的な寄付のスキームとしては、①資金

仲介団体への寄付、②資金仲介団体への遺贈（含：死因贈与）、③財団設立、④既存財団活

用（基金設定）⑤信託（分割給付型、受益者連続型、受益者指定・変更権留保型、受託者

裁量権付与型、公益残余権型、公益先行型 等）⑥公益信託（改正検討中の新制度）を想

定した。いずれのスキームでも、贈与契約・遺言で寄付者意思を明記することにより、寄

付者意志を尊重することは可能であることが確認できた。 
（１）最終寄付先選定への実質的関与 
（２）最終寄付先の成果に応じた段階的（分割）寄付 
（３）最終寄付先の寄付活用実態への調査 
（４）最終寄付先への寄付打ち切りと新たな最終寄付先への変更 

 
 しかし、（１）～（４）の寄付者意志の実現に向けては、あらかじめ寄付先団体と協議を

したうえで寄付者意志の内容を記載した贈与契約書の作成が望ましい。現在の寄付におい

ては、寄付者意志を記載した契約書の作成は必ずしも一般的ではない。寄付者の意志にそ

った寄付の活用のためには、寄付先団体との事前のコミュニケーション、合意形成、契約

文書の作成が必要であろう。 
また、資金仲介団体の公益目的事業の範囲外の行為や定款に抵触する行為、税制優遇の

条件と反するような行為を求める寄付者意思の実現については、上記（１）～（４）の寄

付者意思の内容毎に以下のような問題があり、それがクリアできるスキーム及び対応策の

選択が必要となる。 
 さらに寄付者の死亡を契機として寄付が実行される遺贈の場合には、寄付者意志の実現

には遺言執行人の役割が重い。遺言執行人を個人ではなく組織とすることや、遺言よりも

自動的に寄付者の意志が実行される信託や生命保険寄付などの仕組みの活用が、今後は検

討されるべきであろう。 

 
（１）最終寄付先選定への実質的関与について 
イ 特定の団体や個人のみを最終寄付先とする条件や負担（寄付者が特定の最終寄付先の

指定権を保有し、資金仲介団体がそれに拘束される）は、不特定多数の者の利益の増進に

寄与するという公益性の大原則に照らして問題があり、実現困難であろう。 
 
ロ 上記イのような寄付者意思は、寄付税制を悪用した迂回寄付に該当する虞もあり、 
 資金仲介団体がかかる行為に加担したと判断されれば、公益認定取り消しのリスクを負

うことにもなる。 
 
 ＜許容範囲＞ 
  ①上記イとは異なり、寄付者が一定の活動分野の複数の団体への寄付を求める場合に

は、資金仲介団体が一定の基準に基づき最終寄付先を選定することになるので、何ら問題
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はない。 

 
  ②また、寄付者が最終寄付先選定の実質的な決定権を握るようなことがない限り、寄

付者やその指定する者を資金仲介団体の寄付先選定委員会の委員やアドバイザーとして受

入れ、その意向を最終寄付先選定に反映させることは差し支えなかろう。この場合には、

寄付先選定委員会の根拠規定等において委員選定基準や委員・アドバイザーの権限、倫理

等を定め、委員の選任や寄付先選定が適切に行われていることを外部に説明できるように

すべきであろう。 
なお、この②の方法では寄付者側の意向が常に採用されるとは限らない。 

 
 ＜対応スキーム＞ 
  寄付者自身が最終寄付先の選定過程に直接関与したいとの意向が強い場合には、生前

における「寄付」「財団設立」「既存財団の基金活用」の方法が有効であろう。 
なお、遺贈による場合でも、生前に寄付者の意向を聴取してそれが反映されるような手当

（最終寄付先選定に関する合意書等の取り交わし）をすることが考えられる。 

 
（２）最終寄付先の成果に応じた段階的（分割）寄付について 
  この寄付者意思については、そのこと自体が資金仲介団体の公益性を損なうような虞

はないが（ただし、資金仲介団体の裁量権を全く否定するような評価基準や成果基準を寄

付の条件として設けることは不可）、実現する際の問題点は以下のとおり。 
  ①資金仲介団体が、この寄付者意思に対応するのに必要なモニタリングや評価を行う

人的・技術的・組織的能力を備えているか。 
  ②上記①を実施する場合のコストを誰がどのように負担するか。 

 
 ＜対応スキーム＞ 
  ①生前の財団設立が最適。 
  ②上記能力を備えた資金仲介団体への生前寄付（資金仲介団体のモニタリング状況等

を寄付者が確認したい場合） 
 
（３）最終寄付先の寄付活用実態への調査について 
  資金仲介団体が最終寄付先に支援を行う際の条件として、寄付者やその指定した者に

よる最終寄付先への活動調査を最終寄付先が受け入れるのであれば、いずれの寄付スキー

ムでも実現は可能である。 
ただし、寄付者が過度な調査権を求める場合には最終寄付先が了承しない可能性も高い。 
 
 ＜対応策＞ 
現実的な範囲の調査権にとどめるよう資金仲介団体が調整したうえ、その内容を贈与契約

書や遺言書に具体的に記載することが必要であろう。 
 
（４）最終寄付先への寄付打ち切りと新たな最終寄付先への変更について 
  継続的寄付の打ち切りや新たな最終寄付先への変更の決定権を寄付者やその指定者に

認めることは、資金仲介団体の独立性や公益性の維持の観点から否定せざるを得ない。 
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ただし、これらの決定を資金仲介団体自らの裁量で行う場合には、寄付者の意向をある程

度反映させても法的な問題は生じないと考えられる。 
 
 ＜対応策＞ 
どのスキームを使う場合でも、寄付の条件として寄付者が上記のような点について資金仲

介団体に対して意見を述べることができる旨を贈与契約や遺言書に明記することにより実

現可能となる。 

 
3-1-2. 目標２「有効な情報を実装したモデル WEB サイトが構築される」 
（１）市民が社会課題の解決するための参加型サイトとして、WEB サイト（名称：

ValueMaker）を構築した。https://valuemaker.jp/home 

 
持続可能な社会づくりに向けて、一人ひとりの市民の「何とかしなければ」という「わが

事」意識を醸成し、社会課題解決への参加を促進することを目的に、以下の機能を導入し

た。 

 
a)社会課題解決への道筋をわかりやすく解説 
持続可能な社会の実現に向けて重要であり、多くの人の寄付や協力を必要としている課題

をピックアップし、NPO や社会企業家等の取り組みの重要性を解説すると同時に、NPO
や社会企業家が具体的にどのような手段、イノベーションを通じ、課題解決に取り組み、

変化を生もうとしているのかを示し、潜在的寄付者の課題解決への参加モチベーションを

高める。 
 
b) NPO 等に関する評価・格付け（前項を活用）された団体を掲載 
ValueMaker では、優先度の高い社会課題をピックアップし、その課題に効果的に取り組む

組織を評価している。ぶれない目的を掲げ、失敗から学び、社会の変化に柔軟に対応でき

る組織であるかどうかを、17 の項目で評価して、格付けを行う。格付けは、★★★（大変

優れている）、★★（優れている）、★（合格）、星なし（努力が必要）の 4 段階であり、今

回サイトに掲載するのは、★（合格）以上の組織のプロジェクトとした。 
c)具体的な参加方法の提示 
クレジットカードでの少額からの寄付、SNS による情報拡散、団体からの要請に応えるボ

ランティア参加、現物寄付、誕生日などの記念日寄付、誰かを偲ぶメモリアル寄付、チャ

リティランなどチャレンジ寄付など、ハードルの低い参画方法を搭載した。 

 
 
3-1-3. 目標３「寄付対象の信頼性を担保する、寄付適格性分析手法を提案する」 
3-1-4. 目標４「寄付適格性についての評価が 10 事例できる」⇒8 団体実施 
① NPO の寄付適格性に関する評価手法に関しては、寄付者に対し非営利組織の組織分析

情報を提供することで、寄付をどこに投じればいいかの判断をサポートすることを行って

いる英国の New Philanthropy Capital（NPC）の組織評価手法を研究した。NPC の組織

評価は、社会課題の解決力の向上という問題意識のもとに、組織の信頼性だけでなく、組

織の efficiency の構造をチェックするという視点が明確である。各組織の活動領域における
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社会課題の分析や裨益者ニーズの把握、Theory of Change の策定や、より効果的な活動の

実現に向けた改善努力などを評価項目に含んでいる。 
② 評価の領域、評価の視点、評価項目については一般公開されている NPC モデルを踏襲

しつつ、具体的な情報収集の範囲、質問項目については、日本の現状に合わせた評価手法

の設計を行った。 
③ これまで日本で実施されてきた組織評価の手法がガバナンスやマネジメントに重点を

置いているのに対し、組織が活動を通じて社会的成果を出す構造をもつことを重視した組

織評価の手法が開発できた。 
これまでのガバナンス、コンプライアンス、市民性など組織の安定性を評価する部分に加

え、成果志向の度合いについても評価することが可能になり、寄付者が寄付先を選択する

際に新たな情報を提供することが可能になるといえる。 
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＜既存の日本の組織評価基準＞ 

分野 項目 項目数

組織の目的 3

事業の実施 2

ガバナンス ガバナンス 6

コンプライアンス コンプライアンス 3

情報公開 情報公開 3

資金管理 2

文書保存 1

雇用　※雇用がある場合 3

JCNE
(5分野23基準)

組織の目的と事業の実施　

事務局運営

 
 

分野 項目 項目数

目的 2

機構・役割・運営 3

財務 2

組織強化と職員能力の強化 4

情報の保護と共有 2

計画 4

実施・モニタリング 2

評価・報告 3

全般 1

基本ルール 6

日常の会計処理 4

決算 3

情報公開 全般 5

組織運営

事業実施

JANIC
(4分野41基準)

会計

 
 

分野 項目 項目数

課題認識 3

課題解決 3

課題解決に向けた展望 1

課題解決能力 3

自己評価と業務へのフィードバック 1

独立性と中立性 1

ボランティア 5

寄付者 4

使命とビジョン 3

意思決定の透明性とチェック機能 3

情報開示 2

収入多様性と資金面のガバナンス 6

人材育成 1

社会変革

市民性

組織の安定性

エクセレントNPO
(3分野36項目)

 
 
 
 
＜NPCの組織評価基準＞
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領域 質問項目 可能なデータ・ソース 視るべきポイント ３.最良の実践 ２.十分な実践 １.不十分な実践 

目 

的 

団体のビジョ

ンとミッショ

ンはニーズに

応えているか 

□ミッション確立の根拠となるニ

ーズ調査データ（社会的課題の背

景、原因、社会環境の移り変わり） 

□ミッション・ビジョン・バリュ

ー 

□調査研究報告、 

□セオリーオブチェンジ（or それ

に類似したもの）、 

□戦略計画 

□アドボカシーの取り組み報告

（政策提言書等） 

□協働事業の取り組み、他の組織

と協働を進めるための方針や基準 

□第三者の意見聴取の枠組み 

□取り組もうとしている課題に関する

データにもとづいて、明確な目的

（purpose）と方法論(approach)をもっ

ているか。 

団体が根拠に基

づいて判断され

た優先度の高い

ニーズをターゲ

ットとしている。 

団体が根本的な

原因（解決）に取

り組んでいる。 

団体がその領域

に価値を生みだ

す。 

団体が根拠に基

づいて判断され

た明確なニーズ

をとらえている

が、それは必ず

しも優先度が高

いものではな

い。 

団体がその領域

内での役割を理

解している。 

団体のミッショ

ンがニーズとの

関連性を欠いて

いたり、ニーズの

把握に欠いてい

たりする。 

団体がより広い

領域における問

題意識に欠いて

いる。 

□団体自身のもつ独自の役割や、どの

ように他の団体と関係していくかにつ

いて、理解しているか。 

□やろうとしていることをするのに最

適の状況にあるといえるか？これまで

に他団体とのパートナーシップ、協働

合併の可能性を検討してきたか？ 

□問題の解決をしようとしているの

か、それとも症状に対応しようとして

いるのか？ 

団体はその目

的を達成する

ための十分な

戦略をもって

いるか 

□セオリーオブチェンジ（or それ

に類似したもの） 

□戦略計画。 

□戦略計画見直しの頻度。更新さ

れた場合その記録 

□受益者アンケート、声、利用者

のニーズ調査（ステークホルダー

調査・参画） 

□ＩＴ技術の適正活用方針、マニ

ュアル 

□セールスフォースの活用 

□戦略（通常、ひとつの独立した文書

である）を見せてもらおう。戦略はど

れくらいの頻度で見直されているか？ 

組織は学んだ教訓に対応して変化して

いるか？ 

セオリーオブチ

ェンジやそれに

類似したものに

基づく意欲的な

戦略を持ってい

る。その戦略が理

解され実行に移

されている。 

団体が必要や状

況に応じた変化

に適応し、ミッシ

ョンを失わない

現実的な戦略を

持っていて、そ

れが広く理解さ

れ、大部分にお

いて実行に移さ

れている。 

戦略が弱く、ゴー

ルを達成するに

あたり不適切、も

しくはその戦略

が実行されてい

ない。 

団体の変化への

適応力が乏しい。 

□組織のすべての階層の人々がその戦

略を理解しているか？ 

スタッフやサービス利用者の見解が組

織の戦略や事業開発に影響を与えてい

るか？ 

□現在の社会の動きに応える準備がで

きているか？？デジタル技術を最大限
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活用しているか？ ようにしながら

も様々な機会に

気付いている。 
□戦略はどのくらい野心的なものか？ 

リスクは何か？団体はそれらのリスク

にどう対処しているか？ 

団体の活動は

戦略を反映し

ているか 

□セオリーオブチェンジ 

□戦略計画 

□直近２年分の事業報告書、会計

計算書 

□外部環境の変化への対応を示す

文書 

□活動は戦略に基づいているか？活動

は団体の目標（goal）に貢献してい

るか？ 活動と団体の目標（goal）

の間には妥当な関係性がみられる

か？  

団体の活動が戦

略とセオリーオ

ブチェンジに基

づいている。活動

は根拠に基づい

ていて、その根拠

と活動の関係性

が明確である。 

団体はインパク

ト（効果）を上げ

るために協働的

に機能している。 

団体の活動が基

本的に戦略とセ

オリーオブチェ

ンジに基づいて

おり、いくつか

の項目の中に関

連性が見受けら

れる。 

新しい機会 (チ

ャンス )と協働

している。 

団体の活動が戦

略やその目的と

何の関係性も持

っていない。セオ

リーオブチェン

ジの理論に基づ

いていない。 

団体の活動がた

だ何かを模した

ものか、または他

を傷つけるもの

である 

□団体のセオリーオブチェンジは何

か？当該団体の方法論を裏付ける根拠

は何か？ 

□これまでに活動を終了したこと、あ

るいは何かやっていたことを中止した

ことがあるか？ 

□周囲の環境の変化に応じて事業の取

り組み方を変えることができるか？ 

団体は成果を

達成している

か 

□インパクト評価 

 

□実施結果(results)は何を示してい

るか？ 結果は徐々に改善している

か？他団体がよりうまくやっているこ

とはないか？ 

受益者に上質な

活動やサービス

を届けて、時間と

ともに成果を増

幅している。より

大きな成果、たと

えば政策の変化

や他団体の実践

などの変化にも

貢献している。 

団体が意図した

受益者と基本的

には繋ってお

り、適度な活動

やサービスの質

を保持してい

る。 

団体が受益者と

繋がれておらず、

活動やサービス

の質が乏しい 
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 質問項目 可能なデータ・ソース 視るべきポイント ３.最良の実践 ２.十分な実践 １.不十分な実践 

効
果
の
あ
る
実
践 

団体が学習や

改善のために

情報を活用し

ているか 

□事業評価（毎年または何年かご

と） 

□見直しの報告書 

□ＰＤＣＡサイクル 

□評価指標 

 

 

□どのように結果(results)を活用し

て、実績（performance）を改善しよう

としているか？失敗も含め、結果から

学び、サービスや戦略を適切に変化さ

せているか？ 

 

失敗からの学

びも含め、学ん

だことを定期

的に実践へと

落とし込み、サ

ービスや戦略

の向上に役立

てている。 

結果からの学びを

得ようと努力して

おり、それを実践

に応用しようとし

ている。 

活動を向上させる

ため情報や論拠を

用いる姿勢に乏し

い 

□結果を時系列で比較してみている

か？ 

 

□同じセクターの他団体の結果と比較

してどうか？自分たちを他者に対する

基準となろうと試みてきているか（こ

れは常に実行可能というわけではない

が） 

団体が自分た

ちが何を達成

しようとして

いるか知って

いるか 

□受益者数、ステークホルダーリ

スト 

□セオリーオブチェンジやそれに

類似する方法論 

□アウトカム指標 

□事業評価 

 

□団体は、自分たちが何人の人にリー

チしていて（対応していて）、どんな人

なのか、知っているか？団体がつくり

だした変化について、情報に基づく評

価をしているか？ストーリーだけでな

く、数字を求めるべきだ。逸話やケー

ススタディだけで成果（インパクト）

を語る団体には注意。 

セオリーオブ

チェンジやそ

れに類似した

信頼できる情

報があり、それ

らが既存の理

論に基づいて

いる。そして反

事実的なこと

についても考

慮している。 

団体がその範囲に

おいて、信頼でき

る情報を持ってい

る。 

意図されたアウト

カムが不明瞭であ

り、変化をもたら

す範囲や効果に関

する情報に欠いて

いる。 

□団体はどのように変化を起こしてい

るか、理解しているか？効果的なデー

タ収集（２９ページ参照）がこの問い

に答えるには有効である。 
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□自団体が持つインパクト全体を、誇

張をせずに、理解しているか？ もし

何か良くないことが起きている場合に

は見抜くことができるか？ 

団体が評価の

ための正しい

方法を知って

いるか 

□団体を評価したもの 

□データ収集マニュアル 

 

□団体は正しい‟問い”に焦点を当て

ているか？その方法論（アプローチ】

は適切か？ 

 

団体が関連す

る人々に大き

な影響を与え

る成果を考慮

しており、理事

会がそれに関

心を持ってい

る。 

団体が既存の

理論やデータ

を効果的に活

用しており、共

有の評価方法

をそれが適切

に使うことの

出来る場合に

おいて、活用し

ている。 

団体がその活動の

意図的な効果をセ

オリーオブチェン

ジやその類似した

アプローチを用い

て説明できる。 

若干の短所はある

と考えられる一方

で、理論を用いた

り、みずからデー

タを収集し、評価

に活かしている。 

団体の効果を理解

することへの関心

がほぼ無い。団体

が彼らの実践と存

在する知識とを結

びつけることが出

来ていない。 

□活動の背景にある根拠は何か？それ

は信頼がおけるか? 

 

□スタッフやボランティアはデータ収

集および分析に当たっての彼ら自身の

役割を理解しているか？ 

彼らはデータが何を語り掛けるか関心

を持っているか？――もしデータ収集

がスタッフあるいはボランティアに支

持されていないのであれば、評価のプ

ロセスは目的に沿っておらず、質問項

目は不適切とみなされているというこ

とである。 

□評価があればどのようなものでも見

せてもらう。多くの場合、評価は団体

のウェブサイトに掲載されている。団

体は評価への取り組みについて記述し

ているだろうか？ 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「寄付を媒介とした多世代共創モデルの提案」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

22 
 

団体は自分た

ちが発見した

ことについて

公開している

か？ 

□パンフレット、年次報告・決算

書、戦略計画、 

□役員（理事）及びマネジメント

チーム名簿およびプロフィール 

□ホームページ（ブログ、Twitter、

Facebookなどを含む）の有無と更

新頻度 

□インパクト評価 

□望んでいた結果を達成しているかど

うかについて正直であるか？ 

□インパクトに関する主張は信頼でき

る根拠によって裏付けられているか？ 

□公開されている分析結果は、簡単に

見ることができ、理解しやすいか？そ

れには方法論および教訓が含まれてい

るか。 

弱点も含め結

果を公表して

おり、知の共有

を促進してい

る。 

結果を共有し、方

法やアプローチに

ついて説明してい

る。 

団体が成果を公開

しておらず、仮に

していても誇張し

て表現されている

か、そうでなけれ

ば誤解を招く表現

を用いている。 

 質問項目 可能なデータ・ソース 視るべきポイント ３.最良の実践 ２.十分な実践 １.不十分な実践 

 

人 

々 

団体が良質な

リーダーシッ

プを発揮して

いるか 

□理事、マネジメントチームのバ

イオ 

□理事会、事務局会議録 

□外部ステークホルダーへのヒア

リング記録（リーダーシップチー

ムについての印象） 

 

□マネジメントチームは広い視野と経

験を備えているか？在籍期間に彼らは

何を達成したか？もし新任であれば前

にいた組織で何を達成したか？ 

必要な範囲の

スキルや考え

方を兼ね備え

た強いリーダ

ーシップチー

ムがある。力強

い戦略的なビ

ジョンがあり、

他のリーダー

シップを発展

する。 

ゴールを実現でき

る能力のあるリー

ダーシップチーム

があるが、綿密さ

の強みに欠ける。 

ビジョンと能力に

欠けていて、団体

が強いマネジメン

トチームを集めら

れていない。 □事務局長及び理事長は３年後の組織

がどうなっていると見ているか？彼ら

は同じ考えをもっているか？ 

□事務局長または他の役員が代わるこ

とについて、団体はどのくらい脆弱で

あるか？ 

事務局長が団体の創設者でもある場

合、この移行は特に重要である。 

□外部ステークホルダーと話し、リー

ダーシップチームについての印象を聞

く。彼らは直接組織に繋がっている

人々より率直であるかもしれない。 
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団体が良い人

材を雇用し、

彼らをよくマ

ネジメントし

ているか 

□団体の主要人物の記録、歴史 

□内部人材育成の仕組み 

□スタッフの満足度調査、 

□スタッフの離職率、病欠 

□雇用契約書 

□給与規定 

□就業規則 

□旅費規程 

□社会保険（健康保険・厚生年金）、

労働保険（労災保険・雇用保険）

の適用 

□主要人物の業績をたどることで何を

探りだすことができるか？ 

  

素晴らしいス

タッフとボラ

ンティアによ

り質の高い業

務と責務が果

たされている。

スタッフとボ

ランティアが

効果的に配置

され、適度にサ

ポートを受け

られている。 

スタッフやボラン

ティアが十分なス

キルや発揮し責務

を果たしている。

ただ雇用やマネジ

メントのアプロー

チがいくぶんその

場しのぎである。 

人材の配置がぞん

ざいで、乏しい人

材マネジメント能

力がスタッフのや

る気の低下を生ん

でいる。 

□現場を訪問しスタッフやボランティ

アと話すことができたなら、スタッフ

は自分たちの仕事について、士気が高

く前向きであるか？これらの人々はト

ップチームのビジョンや熱意を共有し

ているか？ 

□スタッフやボランティアは、自分た

ちの役割について成長する機会がある

か？ 

□スタッフの満足度を測ることはでき

るか？可能なら、離職率や病欠の記録

を確認してみる。しかし、状況に応じ

てこのことを考えるように。 

団体のガバナ

ンスシステム

がどれほど良

いものか 

□年次報告書、決算書 

□内部委員会（サブコミティー）

システム 

□理事会資料、議事録、 

□役員の会議への出席率 

□組織内情報共有の仕組み 

 

□ガバナンスのプロセスに関して年次

報告書がどのように言及しているか確

認する。小委員会があるかどうか、あ

るならどの領域か？ 

すべての領域

において、質の

高いスキルを

発揮できる理

事会メンバー

によって団体

が支えられて

おり、理事長と

執行部長の関

係性が良好で

ある。効果を常

理事会に効果的な

（意思決定の）プ

ロセスと関連性の

高い様々なスキル

がある一方で、い

くつかの領域にお

ける知識が欠けて

いる。 

効果の無いガバナ

ンスシステムで、

関連性の高い技術

や振り返りに欠い

ている。団体の効

果に対する意識が

低い、または無い。 

□理事会手続きについて尋ねる。そし

て理事会の資料や議事録を確認して、

理事会が本ガイドで説明されている効

果的な組織に関する様々な視点を通じ

て、理事会の注目が見られるか？ 

□理事長がどれだけ関わっているか？

これらの人々はどの程度のものをもた
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らし、どのように事務局長をサポート

しているか？事務局長と理事長はどの

くらい影響し合っているか？ 

に念頭に置い

ていて、団体の

実践を常に改

善している。 □役員の役割、スキルの組み合わせや

ガバナンスの手続きを尋ねなさい。専

門知識の領域はすべての基礎的な部分

に及んでいるか？関与のレベルを測る

ことを試みなさい。理事会はどれくら

いの頻度で会合し、平均的な出席率は

どうか？もしスタッフに話せるのな

ら、役員の組織への関わりについて尋

ねなさい。 

□理事は組織の潜在的なリスクとそれ

を軽減させる方法を見極めているか？ 

団体を利用し

ている人々が

その団体の仕

事を形作るプ

ロセスに参画

しているか 

□取り組みの実績 

□利用者・外部関係者インタビュ

ー記録 

□その団体が人々をどう巻き込んでい

るかについて記述しているか、ウェブ

サイトや発行されている資料を見る、

あるいは運営者に尋ねる。 

継続した本物

の人々への関

与が戦略や活

動すべてに生

かされている。 

ある程度人々を巻

き込んでいるが、

すべての人々（ス

テークホルダー）

にアプローチでき

ていない。 

サービスの利用者

にほぼ意見を聞か

ない、または行わ

れていたとしても

形骸化されたもの

である。 
□その関わりが事実である根拠をさが

す。その結果何が変化してきたか？ 

 

□適切であれば、自分がどう関わり、

その結果何が変化してきたのかについ

て、影響を受けた人々と話してみる。 
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団体が健全な

組織文化を持

っているか 

 □マネジメントチームはどのような文

化を醸成したいと考え、これをどのよ

うに浸透させようとしているか？ 

□マネジメント側の説明は、スタッフ

や受益者の組織の見方と一致している

か？ 

□組織の主張する価値は、あなたが見

ている行動と一致しているか？ 

 

価値や文化が

団体の目的を

支えており、そ

れがその団体

すべての活動

において首尾

一貫して反映

されている。リ

ーダーシップ

がそれによい

影響を与えら

れるよう努め

ている。 

価値や文化が団体

の目的を支えてい

るが、振り返りに

欠いている。 

示されている団体

の価値が実践に反

映されていない。

団体の文化が団体

の活動を実現して

いく能力を蝕んで

いる。 

 質問項目 可能なデータ・ソース 視るべきポイント ３.最良の実践 ２.十分な実践 １.不十分な実

践 

財
政
と
運
営 

団体が財政的

に安定してい

るか 

□年次報告書、決算書 

□追加内部資料（詳細に見る必要

が あ る 時 ）： management 

accounts、予算、キャッシュフ

ロー予測、ビジネスプラン、 

□監査報告書 

□会計報告についての文章による

説明 

□バランスシート 

□資金繰り表 

□団体は収入に見合った活動をしてい

るか？ そのことは公開されている情

報から知ることができるか？ 

健全で多様な収

入源があり、バ

ランスシートも

健全で強いビジ

ネスモデルがあ

る。 

黒字経営が出来

ており、バラン

スシート上も安

定している。 

深刻な財政上の

問題が組織の安

定を脅かしてい

る。 □団体は自分たちの財政上の将来はど

の程度の確実性を持ってどこまで見通

せるか？ 

 

□団体の収入はどの程度安定してい

て、可視化され、そして多様なものか？

その団体は収入に対する主要なリスク
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□会員名簿 

□寄付者名簿 

 

を予測しているか？ 

□お金がどこへ行くか私たちにわかる

か？ 支出のバランスはその団体の戦

略と表明されている優先順位を反映し

ているか？ 

□もしも（窮乏）の時に備えて、資金

は十分にあるか？ その団体は十分な

現金をもち、準備金のレベルは適切

か？負債は管理可能なものか？ 

団体が良い財

務管理を行っ

ているか 

□資金調達計画 

□資金管理規定 

□経理担当者と決裁者は別になっ

ている 

□印鑑と通帳は別に管理している 

 

 

□会計計算書は適切な時期に、制限な

しに発行されているか？ 

 

強い財政管理の

プ ロ セ ス が あ

り、タイムリー

な情報を定期的

に 利 用 し て い

る。使途制限の

無い収入を戦略

的に活用してお

り、先を見越し

た運営を行って

いる。 

良い財政上のプ

ロセスと管理を

行っており、タ

イムリーな情報

に基づいた財政

運営の必要性を

理解している。 

弱いプロセスと

管理能力で、タ

イムリーで正確

なデータに欠い

ている。 
□財政管理情報は定期的に提供されて

いるか？マネジメントチームと理事会

はその情報を理解しているか？ 

□財政管理情報は、将来に目を向けた

ものか、そして収支や現金、そして貸

借対照表をカバーしているか？ 予測

は現実的か？ 

□現金や資産、負債の管理のため、そ

して不正を防ぐための優れたプロセス

と管理は整えられているか？ 

団体が良い運

営管理を行っ

ているか 

□リスク管理規定 

□リスク管理マニュアル 

□リスク管理のための研修 

□個人情報保護規定 

□外部評価 

□運営上の決定をするときにはデータ

を適正に活用しているか？ ミッショ

ンに係る非常に重要な活動やアウトプ

ットを観察するためのどのようなシス

テムが整備されているか？ 

サービスを向上

させるためにデ

ータや実践知を

活用している。 

効果的なリスク

関連性の強い運

営上の情報が利

用可能である。

リスクを感知し

対応するための

不十分なシステ

ムで、関連性の

ある情報に欠い

ていて、リスク

管理に対する理
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（ex.エクセレント NPO、非営利組

織第三者評価、JANIC アカウンタ

ビリティ・セルフチェック 2012 な

ど） 

 マネジメントが

出来ており、自

身がある。 

プ ロ セ ス が あ

る。 

解や検討能力に

乏しい。 □リスク登録簿があり、活用されている

か？ 方針や手続きは整っていて、前

述のリストにある課題(品質保証、法律

や規制に関するコンプライアンス、個

人情報保護、従業員の健康と安全等)に

対して実施されているか？  

□効果的なリスクマネジメントができ

ているか？ 

 

□該当する団体の場合、過去１年内に安

全保護対策にかかわるような事故があ

ったか、あった場合、どのように対処

したか？ 理事会には安全保護に関す

る責任者がいるか？ スタッフは全員

何をすべきか自覚しているか？ 

□非営利セクターの多くの活動領域に

は品質基準が存在する。団体は認証を

受けているか？もしそうなら誰から

か？ 

団体がそのリ

ソースを最大

限活用できて

いるか 

□インパクト評価の元となったデ

ータ 

（コスト、アウトプット及びイン

パクトに関するデータ） 

□その組織は、自分たちが全てのリソー

スの最も効率的な活用をしているかど

うか判断するための、コスト、アウト

プット及びインパクトに関する正しい

データを持っているか？ 

効果を最大化す

るためのリソー

スに着目してい

る。団体が効率

化と外部リソー

ス調達の機会を

求めており、長

戦略に寄与する

活動に着目した

リソースを活用

している。 

コストの削減を

考慮している。 

サービスの値打

ちが低く、リソ

ースの分配が乱

雑である。 

□機会があったとき、効率性を改善する

ために、どのような行動がとられた
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か？ 

 

きにわたり、改

善が見受けられ

る。 □団体はもてるすべての資産をフルに

活用しているか？ 
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⑥「普通の市民」が「わが事」として関心をもてる社会課題のテーマを抽出するためのネットモ

ニター調査を行い、関心領域を６つ抽出することができた。 
 
■調査実施 2017 年 01 月 18 日～25 日 
■調査方法 インターネットによるモニター調査（株式会社ジャストシステム） 
■有効サンプル数 532  
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■社会的意識に関する振り分け調査 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「寄付を媒介とした多世代共創モデルの提案」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

31 
 

■関心のある社会的課題に関する調査 
『以下の各項目の取り組みのうち、あなたがその項目の「解決」や「防止」に関心や共感をもつ

取り組みをすべてお選びください。』という質問の回答数と、社会的意識に関する振り分けの調査

の結果で、クロス集計を行った。 

n

超高齢化
社会で
の、地域
での見守
り、生活
支援、在
宅介護な
どを組み
合わせた
地域共生
社会づく
り

超高齢化
社会で
の、グ
ループ
ホーム、
ホスピス
など、最
後まで自
分らしく生
きるため
の場・シ
ステムづ
くり

高齢者に
対して、
健康増進
や認知症
予防

超高齢化
社会で
の、元気
な高齢者
の働く場
づくり

人口減少
後の、防
災、医
療、教
育、交
通、買い
物の場な
ど、基礎
的なサー
ビスを維
持する仕
組みづく
り

人口減少
後の、死
や孤独と
向き合う
グリーフ
ケア（死
別の悲し
みをいや
すケア）
や、新し
い葬祭の
仕組みづ
くり

子どもの
貧困に対
して、まだ
食べられ
るのに処
分されて
しまう食
品を必要
としている
施設や人
に届ける
フードバ
ンク

子どもの
貧困に対
して、子ど
も食堂の
ような、誰
でも気軽
に参加で
きる地域
の場づく
り

親と暮ら
すことが
できない
子どもが
より家庭
に近い環
境で育つ
ように、養
子縁組、
里親制
度、グ
ループ
ホームな
どの充実

子どもの
貧困対策
として、奨
学金や学
習支援な
ど、貧困
の連鎖を
断ち切る
教育投資

全体 532 33.8% 33.3% 35.3% 31.0% 34.0% 20.5% 29.9% 26.5% 23.9% 32.5%
〇 98 51.0% 42.9% 48.0% 40.8% 42.9% 26.5% 36.7% 35.7% 34.7% 43.9%
× 288 32.6% 34.0% 35.1% 33.0% 35.4% 22.6% 30.2% 26.0% 19.4% 33.7%
〇 9 33.3% 44.4% 22.2% 11.1% 33.3% 22.2% 22.2% 11.1% 33.3% 11.1%
× 137 24.1% 24.1% 27.7% 21.2% 24.8% 11.7% 24.8% 21.9% 24.8% 23.4%

n

女性がど
のような
環境にお
いても、
自分で人
生を選べ
るように、
働きつづ
けられる
環境づく
り

政治家や
経営層な
どの女性
の割合を
増加さ
せ、意思
決定プロ
セスに女
性の参加
を推進

DV(家庭
内暴力)
の防止、
被害者の
救済

買春や児
童ポルノ
などの
「性的搾
取」「性の
商品化」
の根絶

産後のケ
ア、育児
不安の解
消、虐待
防止な
ど、父親・
母親の子
育て支援
の充実

保育園、
学童保
育、アフ
タース
クールな
ど、子ど
もたちを
社会全体
で育てる
仕組みの
充実

子どもの
自己肯定
感や自分
の人生を
切り開く
意欲を育
むプログ
ラムづくり

ニートや
引きこも
り状態を
解消させ
る、ゆる
やかな社
会参加や
就労の場
づくり

先進国の
中でワー
スト１位の
自殺を防
止

地元の農
家を、
ファー
マーズ
マーケット
や地産地
消で支え
る地域支
援型農業

全体 532 24.4% 12.0% 24.4% 17.5% 25.6% 31.4% 17.1% 22.7% 23.9% 24.6%
〇 98 35.7% 20.4% 32.7% 26.5% 35.7% 41.8% 28.6% 31.6% 32.7% 30.6%
× 288 20.8% 10.1% 19.8% 16.7% 24.0% 29.5% 15.3% 20.5% 22.2% 26.0%
〇 9 22.2% 22.2% 22.2% 22.2% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 11.1% 22.2%
× 137 24.1% 9.5% 28.5% 12.4% 23.4% 27.7% 11.7% 22.6% 21.9% 17.5%

n

女性や若
者の起業
支援、生
業の場づ
くり

防災教育
や災害ボ
ランティ
ア、AED
の設置な
ど、巨大
災害への
備え

放置され
荒廃した
人工林を
管理・経
営する新
たな林業

藻場や干
潟など沿
岸海域の
生態系を
再生させ
る里海づ
くり

熱帯雨林
やサンゴ
礁など多
くの生物
を育む場
の保護、
再生活動

石油・石
炭などの
化石燃料
から、太
陽光や太
陽熱、水
力、風
力、バイ
オマス、
地熱など
の再生可
能エネル
ギーへの
転換

省資源に
こだわっ
た環境配
慮型のま
ちづくり

LGBTなど
のセク
シュアル・
マイノリ
ティへの
理解促進

国籍や民
族などが
異なる
人々との
多文化共
生

障害のあ
る人の働
く場づくり

全体 532 19.0% 27.3% 22.6% 19.4% 21.4% 37.6% 21.2% 13.7% 15.4% 26.7%
〇 98 25.5% 38.8% 29.6% 26.5% 35.7% 45.9% 32.7% 19.4% 31.6% 35.7%
× 288 16.7% 26.0% 24.0% 21.5% 20.5% 40.6% 21.9% 13.5% 13.2% 25.0%
〇 9 11.1% 33.3% 11.1% 11.1% 33.3% 33.3% 0.0% 11.1% 22.2% 22.2%
× 137 19.7% 21.2% 15.3% 10.2% 12.4% 25.5% 13.1% 10.2% 8.0% 24.1%

n

災害や内
戦によっ
て発生す
る世界の
難民の支
援

草の根国
際交流や
国際理解
の促進

日本への
難民受け
入れ

日本の文
化・技術
の発掘や
伝承を支
援

日本の景
観を保全

日本の若
手アー
ティストの
支援

アートや
デザイン
を活用し
た質の高
い生活の
実現

わからな
い／特に
ない

全体 532 15.6% 9.8% 9.0% 30.5% 26.5% 8.1% 10.2% 16.5%
〇 98 31.6% 22.4% 13.3% 41.8% 39.8% 15.3% 15.3% 6.1%
× 288 13.5% 8.0% 9.0% 33.7% 23.6% 6.2% 8.3% 14.9%
〇 9 22.2% 22.2% 22.2% 44.4% 22.2% 11.1% 0.0% 22.2%
× 137 8.0% 3.6% 5.1% 14.6% 23.4% 6.6% 10.9% 27.0%

参院選
投票

〇
3,000円以
上の寄付

×
3,000円以
上の寄付

参院選
投票

〇
3,000円以
上の寄付

×
3,000円以
上の寄付

参院選
投票

〇
3,000円以
上の寄付

×
3,000円以
上の寄付

参院選
投票

〇
3,000円以
上の寄付

×
3,000円以
上の寄付
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■潜在的寄付者が関心を持つ課題の抽出 
・潜在的寄付者＝社会意識が高い＝選挙に投票すると仮定し、「2016 年 7 月に行われた参議院選

挙にて、投票をしましたか？」の質問に対して「はい」と回答していると判断した。よって、

参院選に投票していない回答者は除外して考えた。 
・参院選に投票した回答者を、2 つの属性に分けて考えた。 
   A:「参院選投票」かつ「2016 年に 3000 円以上の寄付をした」 
      ＝『社会意識が高く、寄付意識が高い』層とする 
   B:「参院選投票」かつ「2016 年に 3000 円以上の寄付をしていない」 
      ＝『社会意識が高いが、寄付意識は高くない』層とする 
・上記 2 つの層とクロス集計の結果より、下記の方法によって課題を選定した。 
 a)『社会意識が高く、寄付意識が高い』層と回答者全体の回答のかい離率から、かい離率の

高い選択肢 5 つを抽出（表中「かい離率①」黄色セル） 
1-『超高齢化社会での、地域での見守り、生活支援、在宅介護などを組み合わせた地

域共生社会づくり』17.2% 
2-『国籍や民族などが異なる人々との多文化共生』16.2% 
3-『災害や内戦によって発生する世界の難民の支援』16.0% 
4-『熱帯雨林やサンゴ礁など多くの生物を育む場の保護、再生活動』14.3% 
5-『日本の景観を保全』13.3% 

b)『社会意識が高く、寄付意識が高い』層と『社会意識が高いが、寄付意識は高くない』層の

回答のかい離率から、かい離率の高い選択肢 5 つを抽出（表中「かい離率②」） 
1-『超高齢化社会での、地域での見守り、生活支援、在宅介護などを組み合わせた地

域共生社会づくり』18.4% 
1-『国籍や民族などが異なる人々との多文化共生』18.4% 
3-『災害や内戦によって発生する世界の難民の支援』18.1% 
4-『日本の景観を保全』16.2% 
5-『親と暮らすことができない子どもがより家庭に近い環境で育つように、養子縁組、

里親制度、グループホームなどの充実親と暮らすことができない子どもがより家

庭に近い環境で育つように、養子縁組、里親制度、グループホームなどの充実』

15.3% 
  c)上記方法にて選択肢が重なるため、（２）の過程で（１）で選ばれた選択肢を除外し、抽出

（表中「かい離率②」） 
     6-『女性がどのような環境においても、自分で人生を選べるように、働きつづけられ

る環境づくり』14.9% 
     7-『草の根国際交流や国際理解の促進』14.4% 
     8-『子どもの自己肯定感や自分の人生を切り開く意欲を育むプログラムづくり』13.3% 
     9-『高齢者に対して、健康増進や認知症予防』12.9% 
     9-『DV(家庭内暴力)の防止、被害者の救済』12.9% 
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超高齢化
社会で
の、地域
での見守
り、生活
支援、在
宅介護な
どを組み
合わせた
地域共生
社会づく
り

超高齢化
社会で
の、グ
ループ
ホーム、
ホスピス
など、最
後まで自
分らしく生
きるため
の場・シ
ステムづ
くり

高齢者に
対して、
健康増進
や認知症
予防

超高齢化
社会で
の、元気
な高齢者
の働く場
づくり

人口減少
後の、防
災、医
療、教
育、交
通、買い
物の場な
ど、基礎
的なサー
ビスを維
持する仕
組みづく
り

人口減少
後の、死
や孤独と
向き合う
グリーフ
ケア（死
別の悲し
みをいや
すケア）
や、新し
い葬祭の
仕組みづ
くり

子どもの
貧困に対
して、まだ
食べられ
るのに処
分されて
しまう食
品を必要
としている
施設や人
に届ける
フードバ
ンク

子どもの
貧困に対
して、子ど
も食堂の
ような、誰
でも気軽
に参加で
きる地域
の場づく
り

親と暮ら
すことが
できない
子どもが
より家庭
に近い環
境で育つ
ように、養
子縁組、
里親制
度、グ
ループ
ホームな
どの充実

子どもの
貧困対策
として、奨
学金や学
習支援な
ど、貧困
の連鎖を
断ち切る
教育投資

かい離率① 17.2% 9.6% 12.7% 9.8% 8.9% 6.0% 6.8% 9.2% 10.8% 11.4%
かい離率② 18.4% 8.9% 12.9% 7.8% 7.5% 3.9% 6.5% 9.7% 15.3% 10.2%

女性がど
のような
環境にお
いても、
自分で人
生を選べ
るように、
働きつづ
けられる
環境づく
り

政治家や
経営層な
どの女性
の割合を
増加さ
せ、意思
決定プロ
セスに女
性の参加
を推進

DV(家庭
内暴力)
の防止、
被害者の
救済

買春や児
童ポルノ
などの
「性的搾
取」「性の
商品化」
の根絶

産後のケ
ア、育児
不安の解
消、虐待
防止な
ど、父親・
母親の子
育て支援
の充実

保育園、
学童保
育、アフ
タース
クールな
ど、子ど
もたちを
社会全体
で育てる
仕組みの
充実

子どもの
自己肯定
感や自分
の人生を
切り開く
意欲を育
むプログ
ラムづくり

ニートや
引きこも
り状態を
解消させ
る、ゆる
やかな社
会参加や
就労の場
づくり

先進国の
中でワー
スト１位の
自殺を防
止

地元の農
家を、
ファー
マーズ
マーケット
や地産地
消で支え
る地域支
援型農業

かい離率① 11.3% 8.4% 8.3% 9.0% 10.1% 10.4% 11.5% 8.9% 8.8% 6.0%
かい離率② 14.9% 10.3% 12.9% 9.8% 11.7% 12.3% 13.3% 11.1% 10.5% 4.6%

女性や若
者の起業
支援、生
業の場づ
くり

防災教育
や災害ボ
ランティ
ア、AED
の設置な
ど、巨大
災害への
備え

放置され
荒廃した
人工林を
管理・経
営する新
たな林業

藻場や干
潟など沿
岸海域の
生態系を
再生させ
る里海づ
くり

熱帯雨林
やサンゴ
礁など多
くの生物
を育む場
の保護、
再生活動

石油・石
炭などの
化石燃料
から、太
陽光や太
陽熱、水
力、風
力、バイ
オマス、
地熱など
の再生可
能エネル
ギーへの
転換

省資源に
こだわっ
た環境配
慮型のま
ちづくり

LGBTなど
のセク
シュアル・
マイノリ
ティへの
理解促進

国籍や民
族などが
異なる
人々との
多文化共
生

障害のあ
る人の働
く場づくり

かい離率① 6.5% 11.5% 7.0% 7.1% 14.3% 8.3% 11.5% 5.7% 16.2% 9.0%
かい離率② 8.8% 12.8% 5.6% 5.0% 15.2% 5.3% 10.8% 5.9% 18.4% 10.7%

災害や内
戦によっ
て発生す
る世界の
難民の支
援

草の根国
際交流や
国際理解
の促進

日本への
難民受け
入れ

日本の文
化・技術
の発掘や
伝承を支
援

日本の景
観を保全

日本の若
手アー
ティストの
支援

アートや
デザイン
を活用し
た質の高
い生活の
実現

わからな
い／特に
ない

かい離率① 16.0% 12.6% 4.3% 11.3% 13.3% 7.2% 5.1% -10.4%
かい離率② 18.1% 14.4% 4.3% 8.1% 16.2% 9.1% 7.0% -8.8%  

 
  d) 以上 11 の選択肢を、改めて領域として整理する。 

・共生型地域社会 
 『超高齢化社会での、地域での見守り、生活支援、在宅介護などを組み合わせた地域共

生社会づくり』 
 『高齢者に対して、健康増進や認知症予防』 
・教育支援 
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『子どもの自己肯定感や自分の人生を切り開く意欲を育むプログラムづくり』 
・子育て支援 
『親と暮らすことができない子どもがより家庭に近い環境で育つように、養子縁組、里

親制度、グループホームなどの充実親と暮らすことができない子どもがより家庭に近

い環境で育つように、養子縁組、里親制度、グループホームなどの充実』 
『DV(家庭内暴力)の防止、被害者の救済』 

・労働問題 
 『女性がどのような環境においても、自分で人生を選べるように、働きつづけられる環

境づくり』 
・自然環境 
 『熱帯雨林やサンゴ礁など多くの生物を育む場の保護、再生活動』 
『日本の景観を保全』 

・海外支援 
 『国籍や民族などが異なる人々との多文化共生』 
『災害や内戦によって発生する世界の難民の支援』 
『草の根国際交流や国際理解の促進』 

  e) 以上により 6 領域（分野）を抽出した。 
 

⑦ 上記の領域別に先駆的活動実績があり、評価に協力してくれる団体を抽出し、評価を行っ

た。 
 
これまでの格付け結果 

分野 ワーディング アプローチ 団体 評価結果

所得の低い、単身の高齢者に住まいを提供し、生活を
支援する

NPO法人自立支援センターふるさとの会 ★★★

老いや病と付き合って生きる NPO法人エンドオブライフ・ケア協会 ★★★

学習支援 NPO法人キッズドア ★★★

バウチャー支給 公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン ★★★

子育てする人の孤立・不安を解消するために NPO法人マドレボニータ ★★★

家庭訪問による育児サポート NPO法人ホームスタートジャパン ★★★

自伐型林業 NPO法人自伐型林業推進協会 ★★

国産材を使用した木造住宅建築 一般社団法人天然住宅 ★★

いつまでも暮らし続けられる「自然・地域」
のために

地域資源を活用した
雇用創出

誰もが最後まで、自分らしく生きるために共生型地域社会

どの子どもたちも平等に学習機会を得るた
めに

教育支援

お母さん・お父さんだけで悩まない「子育
て」のために

子育て支援
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寄附適格性評価（レーティング）の方法

領域別評価の結果
総合評価 ★★★ 全て4

★★☆ 全て3以上、かつ4が1つ以上

★☆☆ 全て3以上、かつ4が1つ以上

☆なし 2か1がある

領域
得点
（満点）

項目

3
団体のビジョンとミッションはニーズに応え
ているか

3
団体はその目的を達成するための十分な
戦略をもっているか

3 団体の活動は戦略を反映しているか

3 団体は成果を達成している

3
団体が学習や改善のために情報を活用し
ているか

3
団体が自分たちが何を達成しようとしてい
るか知っているか

3
団体が評価のための正しい方法を知って
いるか

3
団体は自分たちが発見したことについて
公開しているか

3
団体が良質なリーダーシップを発揮してい
るか

3
団体が良い人材を雇用し、彼らをよくマネ
ジメントしているか

3
団体のガバナンスシステムがどれほど良
いものか

3
団体を利用している人々がその団体の仕
事を形作るプロセスに参画しているか

3 団体が健全な組織文化を持っているか

3 団体が財政的に安定しているか

3 団体が良い財政管理を行っているか

3 団体が良い運営管理を行っているか

3
団体がそのリソースを最大限活用できて
いるか

領域別評価

目的

効果のあ
る実践

人

財政と安
定

項目の平均点が
2.5点以上：4
2点以上2.5点未満：3
1.5点以上2点未満：2
1点以上1.5点未満：1

同上

同上

同上

①項目の

点数

②領域の

レーティング

③総合評価

ValueMakerに

掲載

⑧  評価結果にもとづく寄付適格性の格付け基準を設定した。本基準は暫定的なものであり、

今後も評価事例を蓄積し、格付け基準の精査を行う必要がある。 
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3-1-5. 目標５「寄付の行動変容を引き起こすための有効な情報が明らかになる」 
上述の目標２～４で作成された情報が、寄付の行動変容を引き起こすために有効であるかの検証

調査がまだ実施できていない。3 月の最終報告書作成までに完成させたい。 
 
 
3-2．プロジェクトのリサーチ・クエスチョンへの回答 

PJ-Q1．①寄付対象の信頼性を担保する情報とは何か 

今回作成した寄付対象団体の信頼性を担保する情報の有効性に関しては、検証が終わっていな

い。情報は寄付に関する意識変容を引き起こすか？ どのような情報が寄付に関する意識変容を引

き起こすか？年代別に寄付者の意識変容に相違はあるか？などについて、平成 30 年 3 月の研究取

りまとめ終了時期までに検証を行う予定である。 

PJ-Q2．②多世代共創の経験は、寄付意向に影響を与えるか？ 

多世代共創の経験と寄付意向の関係については、同じく検証が終わっていない。平成 30 年 3
月の研究取りまとめ終了までに検証を行う予定である。 

PJ-Q3．③寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐ、寄付者意思を尊重した寄付の仕組みには、どの

ようなスキームがあるのか 

① 資金仲介団体への寄付、②資金仲介団体への遺贈（含：死因贈与）、③財団設立、④既存財団

活用（基金設定）を想定し、いずれのスキームでも、贈与契約・遺言で寄付者意思を明記す

ることにより、寄付者意志を尊重することは可能であることが確認できた。 

しかし、寄付者意志の実現に向けては、あらかじめ寄付先団体と協議をしたうえで寄付者意志

の内容を記載した贈与契約書の作成が望ましい。現在の寄付においては、寄付者意志を記載した

契約書の作成は必ずしも一般的ではない。寄付者の意志にそった寄付の活用のためには、寄付先

団体との事前のコミュニケーション、合意形成、契約文書の作成が必要であろう。 

また、資金仲介団体の公益目的事業の範囲外の行為や定款に抵触する行為、税制優遇の条件と

反するような行為を求める寄付者意思の実現については、寄付者意思の内容毎に問題があり、そ

れがクリアできるスキーム及び対応策の選択が必要となる。 

 さらに寄付者の志望を契機として寄付が実行される遺贈の場合には、寄付者意志の実現には遺

言執行人の役割が重い。遺言執行人を個人ではなく組織とすることや、遺言よりも自動的に寄付

者の意志が実行される信託や生命保険寄付などの仕組みの活用が、今後は検討されるべきであろ

う。 
 
3-3．領域のリサーチ・クエスチョンへの回答 

領域-Q1．持続可能な社会に向けての多世代共創の意義とは？  

〇長い年月を生きたシニア層は、生物としての人間の誕生から死までを知っている。持続可能で

あることの困難さの認識と持続することへの渇望をもつシニア層が、個人としての立場を超えて、

社会的存在として持続可能な社会づくりに積極的にかかわるパースペクティブをもつことができ

れば、持続可能な社会の実現に向けて大きなインパクトをもつのではないか。 
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〇現在シニア層が保有する金融資産は、ほかのソーシャルキャピタルと異なり、時間と空間を超

えて活用することができる資源である。例えばオンライン寄付は空間の制約を超えて、福島の課

題に対して全国の多世代が共創することを可能にする。遺贈は文字通り死後の社会貢献であるの

で、時間を超えて現在世代と将来世代の間の共創を可能にする。資金を媒介とすることで、時空

を超えた多世代共創の仕組みを構築してはどうか。 
 
領域-Q2．特に若い世代が多世代共創的活動に参加するインセンティブとは？  

〇若い世代は自らのニーズを政策や制度に反映しにくいという不満を抱えている。しかし多世代

共創によって、シニア世代の知恵や資源が若い世代に対して開かれることがあれば、自らのニー

ズを実現するために役立つという意味で、多世代共創的活動に参加するインセンティブが高まる

と思われる。 
〇未来に向かって拡大と成長が続くという概念を若い世代は持たなくなっている。それではどの

ような未来が開かれるかということについて、ヒントは過去のライフスタイルにあるかもしれな

い。多世代共創的活動に若い世代が関心を寄せる原因は、温故知新。持続可能な社会に向けての

手がかりを求めているのではないか。 
 
領域-Q3．効果があるのに多世代共創に参加しない場合の世代別の方策とは？ 

○各世代が多世代共創的であるためには、子どものときから、多世代でかかわること、創造する

ことについて確信を持てるような成功体験が必要であると考える。地域課題を知り、解決するた

めに多世代で考え、自ら行動するような実践的な教育が組み込まれていることが必要ではないか。

学校が地域に開かれていることや、各地域に地域マネジメントを実践するような住民組織、地域

のお金を地域で活用するような寄付の仕組みができることも有効かもしれない。 
 
領域-Q4．持続可能な社会及び多世代共創における新技術の影響や含意とは？ 

○グローバルなインターネット環境の普及によって、ソーシャルなお金の流れも、ナショナル・

レベルからグローバル・レベルへ拡大し、個人がグローバルな持続可能性の解決に直接、素早く

関与することが期待される。 
○ビッグデータの活用、ブロックチェーン技術の応用などによって、ボランティアや寄付のマッ

チングが容易になり、ミスマッチやタイムラグが減少する可能性もあるか。 
 
 
領域-Q5．多世代共創的活動は人々にどのような意識変化をもたらすか？ 

寄付文化が定着し、「お金」を通じてでも、多世代共創的活動に参画できることが人々に理解され

ていくならば、自らは従来型の共創的活動に参加できないとあきらめていた層が、社会参加でき

るようになる。寄付者、資金提供者という形での参加層の拡大は、持続可能な社会の担い手の拡

大をもたらすのではないか。 
 
領域-Q6．多世代共創が社会に普及・定着するには？ 

○これまでの日本社会では「お上への依存意識」あるいは、公共的活動は役所に任せる「お任せ

主義」が少なからず寄付文化の醸成や多世代共創の仕組みづくりの障害となってきた。しかし、

相次ぐ災害、財政赤字、政治的不安定を通じ、政府に頼っていては危ない、もはや頼れないとい
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う機運が高まっている。例えば、福島県では、公共的な活動に参加したい、社会的事業を起業し

たいという若者のポテンシャルは大いに高まっている。 
○ここでネックになっているのは、資産を保有している層からの、「お金」を通じての多世代共創

への参画、すなわち寄付や遺贈が伸びてきていないことが問題である。 
○他方では、自治体への「ふるさと納税」やユニセフ協会のような大規模団体への寄付は飛躍的

に伸びている。これは情報流通、信頼性、インセンティブによって寄付が増大することのひとつ

の証左と言える。 
○「無関心」⇒「関心を持つ」⇒「行動への準備」⇒「行動実施」⇒「行動維持・定着」という

モデルを設定しつつ、次の段階へ移行するための情報やインセンティブを解析していくことが必

要。 
○寄付という行動変容を促すためには、社会課題の重要性や緊急性の認知、課題解決への簡単な

参加（「いいね！」のような）、抵抗感を低くするインセンティブの設定（例えば「おまけがもら

える」）、寄付の成果として期待できるインパクトの提示など、段階を追った対策が必要となるだ

ろう。 
 
 
領域-Q7．多世代共創の程度と持続可能な社会への有効性を評価するための指標とは？ 

○多様性に対する許容度、異なるものに対する包摂度 
 
 
領域 Q-8．持続可能な社会及び多世代共創における地域の自然の意味とは？ 

 
本プロジェクトの対象ではない。 
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3-4．実施項目毎の結果・成果の詳細             

3-4-1．実施項目１ 研究全体の進捗管理と報告書の策定 
・研究全体計画の構築を行ったが、研究結果の検証と一般化のための分析、提言はまだできてい

ない。未実施分の実施と、成果を取りまとめた最終報告書の作成を平成30年3月までに実施する。 
 
3-4-2. 実施項目２ NPO の寄付適格性に関する評価作業 
・英国のシンクタンク New Philanthropy Capital（NPC）の方法論を、日本の NPO 法人を対象

とする評価に適応可能なことが検証できた。 
・寄付適格性評価のモデル事例を、8 団体について作成し、評価基準を設定することができた。 
・NPC モデルでは重要な評価項目に、受益者のニーズ把握、セオリーオブチェンジの策定、成果

指標の策定、成果評価の実施、戦略の策定と見直しといった、インパクト重視の組織がもつべき

機能がある。これらの評価項目については、日本の NPO の組織運営の現状に照らすと、導入が

難しいのではないかと当初危惧された。しかし実際には、モデル事例となったトップレベルの団

体においては、実践が始まっていることがわかった。 
・このような組織分析に基づく寄付適格性情報は、寄付者、社会的投資家等の志ある資金提供者

が、どこに共に活動して最大の成果を達成することのできる団体がいるか、どこに資金と時間を

注ぐべきかについて、よりよい判断をすることをサポートできる。 
・今後日本の NPO がより成果志向の効果的な組織になっていくうえで、この組織分析は、分析

対象である NPO や社会的企業自身の力が向上し、目指している社会的な、あるいは環境面や経

済面に関する成果をさらに実現するための手助けにもなると期待できる。 
 
3-4-3. 実施項目３ オンラインを活用した寄付文化の拡大の実践 
・寄付者参加型の WEB サイト「Value Maker」https://valuemaker.jp/home を構築することが

できた。 
・同サイトでは、一般市民、企業が、持続可能な社会づくりに向けた社会課題を知り、解決の必

要性を理解する機運を醸成し、解決に取り組む具体的な団体に共感して、行動を起こす際の手立

てとなるような情報、仕組みを提供している。寄付を「我が事」、自主的な社会参加活動ととら

えてもらうために、お金を寄付するだけでなく、寄付を広めるための活動を起こしやすい参加型

のサイトとなっている。具体的には、SNS での情報の拡散、知人に対する寄付の呼びかけ、チャ

リティマラソンなどファンドレイジング・イベントを設定するためのツールを実装している。 
・簡単かつ定額から寄付が出来る機会を提供しており、特に若年層や仕事や家事に忙しい壮年層

に対して訴求することができる。 
 
3-4-4. 実施項目４ オフラインでの寄付文化の拡大の実践⇒未実施 
・多様な世代が寄付を誘発すると想定される情報に触れる場面として、活動団体との交流会、多

世代共創型の団体交流会、シニア層が特に関心を寄せる遺贈セミナーという 3 種類の異なる機会

を設置する予定であったが、実施できていない。 
・寄付者と団体との直接交流会（東京）、多世代共創型の団体交流会（福島）、遺贈セミナー（東

京）の 3 回を予定していたが、実施項目２、３、７に時間をとられ、実施できなかった。 
 
3-4-5. 実施項目５ 寄付の成果測定方法の開発⇒計画修正のため、削除 
 
3-4-6. 実施項目６ 参加者の意識変化の測定⇒未実施 
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・団体の寄付適格性に関する適切な情報提供が意識変化を誘発する上で有効であるという仮説の

検証を行う予定であったが、情報の作成と発信という準備段階に時間をとられ、実施できていな

い。3 月までに、WEB サイトを通じて発信する情報による意識変化の測定に関しては、ネットの

モニター調査を実施する。 
・社会課題を示すわかりやすい解説、信頼できる活動団体の紹介、簡便な参加の仕組みの提供、

寄付の成果の可視化、寄付者意思の尊重スキーム などに関する情報の提供が、寄付についての

意識にどう影響するか、測定する。分析にあたり、世代による相違や、多世代共創の経験の有無

が与える影響についても留意する。 
 
3-4-7. 実施項目７ 寄付の出し手と受け手の齟齬を防ぐスキーム（寄付者意思の尊重の手法）

の検討 
・潜在的寄付者、特にシニア層の遺贈に対する抵抗感を低くするための工夫として、寄付者意思

を継続的に尊重する手法に寄付者意志を下記（１）～（４）に分類し、具体的な寄付のスキーム

としては、①資金仲介団体への寄付、②資金仲介団体への遺贈（含：死因贈与）、③財団設立、

④既存財団活用（基金設定）⑤信託（分割給付型、受益者連続型、受益者指定・変更権留保型、

受託者裁量権付与型、公益残余権型、公益先行型 等）⑥公益信託（改正検討中の新制度）を想

定して検討を行った。いずれのスキームでも、贈与契約・遺言で寄付者意思を明記することによ

り、寄付者意志を尊重することは可能であることが確認できた。 
（１）最終寄付先選定への実質的関与 
（２）最終寄付先の成果に応じた段階的（分割）寄付 
（３）最終寄付先の寄付活用実態への調査 
（４）最終寄付先への寄付打ち切りと新たな最終寄付先への変更 
・現在の寄付においては、寄付者意志を記載した契約書の作成は必ずしも一般的な慣行となって

いないが、今後より寄付者の意志にそった寄付の活用のために、寄付先団体との事前のコミュニ

ケーション、合意形成、契約文書の作成が必要となろう。 
・資金仲介団体の公益目的事業の範囲外の行為や定款に抵触する行為、税制優遇の条件と反する

ような行為を求める寄付者意思の実現については、上記（１）～（４）の寄付者意思の内容毎に

問題が生じる場合もあり、それがクリアできるスキーム及び対応策の選択が必要となる。 
・寄付者の死亡を契機として寄付が実行される遺贈の場合には、寄付者意志の実現には遺言執行

人の役割が重い。遺言執行人を個人ではなく組織とすることや、遺言よりも自動的に寄付者の意

志が実行される信託や生命保険寄付などの仕組みの活用が、今後は検討されるべきであろう。 
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3-5．今後の成果の活用・展開に向けた状況                               

 
〇NPO 等の寄付適格性の関する評価活動と寄付者参加型 WEB サイト Value Maker の運営は、

弊財団の自主事業として継続していく。 
 
〇寄付適格性評価については、評価事例を増やし、評価基準を団体の発展段階等の属性別に設定

するなど精査していきたい。 
 
〇寄付適格性評価を活用した格付けが可能なことが分かったので、今後は事業化に向けた検討に

入る。2019 年度からは休眠預金の活用が始まり、年間 700 億円の資金がソーシャルセクターに

流入することが決まっているが、本評価手法は、休眠預金の資金の投入先の選定基準としても

利用可能と考える。 
 
〇遺贈や相続に際しての寄付、企業の周年事業のような大口寄付については、クラウドファンデ

ィングなどにくらべ、より慎重な寄付先選定が必要とされることから、本評価情報は寄付者の

寄付先選定をサポートする一助となることが想定できる。今後は本評価情報の活用ニーズや評

価コストの分析を行い、評価事業のマネタイズ手法を検討していく。 
 
〇寄付者意志の尊重について行った寄付スキーム別の検討結果については、レガシーギフト協会

やコミュニティ財団協議会を通じて、遺贈相談窓口となっている全国のコミュニティ財団等と共

有し、遺贈を考える人たちへの情報提供としたい。特に大口寄付の際に、寄付契約書の作成を推

奨することについては、寄付者と寄付先の間の齟齬を少なくするうえで重要かつ現実的な提案と

なると考える。
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 

（1）総括グループ（リーダー氏名：岸本幸子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

岸本 幸子 
キシモト サチ

コ 

パブリックリソ

ース財団 
  

専務理事・事務局

長 

田口 由紀絵 タグチ ユキエ 
パブリックリソ

ース財団 
  

チーフプログラ

ムオフィサー 

鴨崎貴泰 
カモザキ タカ

ヤス 

特定非営利活動

法人 SROI ネッ

トワークジャパ

ン 

  事務局長 

鷹野 秀征 
タカノ ヒデマ

サ 

パブリックリソ

ース財団 
  理事 

河内山 信一 
カワチヤマ シ

ンイチ 

株式会社シン・

ファンドレイジ

ングパートナー

ズ 

  代表取締役 

山崎 庸貴 
ヤマザキ ヤス

タカ 

一般社団法人ふ

くしま連携復興

センター 

  事務局長 

源 由利子 
ミナモト ユリ

コ 
明治学院大学 

ガバナンス研究

科 
専任教授 

渡辺裕 ワタナベ ユウ     調査員 

 
 
（2）マネジメントグループ（リーダー氏名：関和美） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

関和美 セキ カズミ 
パブリックリソ

ース財団 
 総務担当 

原田桂子 ハラダ ケイコ 
パブリックリソ

ース財団 
 総務担当 

 

 
（３）リサーチグループ（リーダー氏名：田口由紀絵） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 
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田口 由紀絵 タグチ ユキエ 
パブリックリソ

ース財団 
  

チーフプログラ

ムオフィサー 

鴨崎貴泰 
カモザキ タカ

ヤス 

特定非営利活動

法人 SROI ネッ

トワークジャパ

ン 

  事務局長 

山崎 庸貴 
ヤマザキ ヤス

タカ 

一般社団法人ふ

くしま連携復興

センター 

  事務局長 

源 由利子 
ミナモト ユリ

コ 
明治学院大学 

ガバナンス研究

科 
専任教授 

渡辺裕 ワタナベ ユウ 
パブリックリソ

ース財団 
  調査員 

 
（４）広報・社会実験グループ（リーダー氏名：鷹野秀征） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

鷹野 秀征 
タカノ ヒデマ

サ 

パブリックリソ

ース財団 
  理事 

河内山 信一 
カワチヤマ シ

ンイチ 

株式会社シン・

ファンドレイジ

ングパートナー

ズ 

  代表取締役 

山崎 庸貴 
ヤマザキ ヤス

タカ 

一般社団法人ふ

くしま連携復興

センター 

  事務局長 

渡辺裕 ワタナベ ユウ 
パブリックリソ

ース財団 
  調査員 
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4-2．研究開発の協力者・関与者 

 

氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 

    一般社団法人

ふくしま連携

復興センター 

  福島県内のNPO,社会的企業に関す

る情報提供 

    日本ファンド

レイジング協

会 

  遺贈および相続に伴う寄付に関す

るイベントの実施の協力 

    ジャストシス

テム 
  ネットモニターアンケート実施委

託 

加来幸樹 カク コウキ 株式会社セプ

テーニ 
シニアチ

ーフディ

レクター 

情報発信の WEB サイトの構成に

関するアイデア提供 

山北洋二   ヤマキタヨウジ あしなが育英

会 
常勤監事 スキーム研究会委員 

樽本哲  タルモトテツ NPO のための

弁護士ネット

ワーク 

弁護士 スキーム研究会委員 

斎藤弘道  サイトウヒロミチ 野村信託銀行

株式会社 
  スキーム研究会委員 

本郷順子 ホンゴウジュンコ  税理士 スキーム研究会委員 

星田寛 ホシダヒロシ 公益法人協会 専門員 スキーム研究会委員 

加藤浩 カトウヒロシ 公益法人協会 専門員 スキーム研究会委員、研究会実施支

援 

丹直秀 タンナオヒデ さわやか福祉

財団 
理事 スキームに関するヒアリング対象 

太田達男    公益財団法人

公益法人協会 
理事長 スキームに関するヒアリング対象 

 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「寄付を媒介とした多世代共創モデルの提案」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

45 
 

5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 

2018/2/8 寄付適格性評価公開

研究会 
中央区立女性セ

ンターブーケ２

１ 

寄付適格性評価の評価

基準の改善及び普及方

法について評価研究者

や評価実践者、助成財

団、ファンドレイザー

等の専門家と意見交換 

20 人 

     

 
 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント ⇒「なし」 

5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの ⇒「なし」 

 

5-1-4．ウェブメディア開設・運営 

（1） WEB サイト「Value Maker」https://valuemaker.jp/home 平成 29 年 5 月 31 日オープン 
 
 
5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演など 

（1）シンポジウムなどの名称、演題、開催年月日、場所、反響など 
年月

日 
名 称 場 所 対象 概要・反響など 

2017
/5/30 

プラチナギ

ルドの会 
日本総研 企業経営者、コン

サルタント等の

自営業者、リタイ

アメント層、弁護

士など専門家、

NPO 

ファンドレイズを考える NPO の側から

寄付適格性評価は信用力担保に有効と

の期待表明。寄付する側からは成果評価

の必要性指摘 

2017
/10/1
1 

横浜西ロー

タリークラ

ブ 

横浜ロイ

ヤルパー

クホテル 

企業経営者、医師

など自営業、弁護

士など専門家 

地域貢献を考える際に、信頼できる寄付

先情報、リコメンデーションがあると便

利とのニーズの表明。金融機関、弁護士

などから顧客対応の際に有効との関心

表明 

2017
/11/2
1 

立教セカン

ドステージ

大学 

立教大学 リタイアメント

層 
寄付適格性評価について意義を認める

意見と、団体とのコミュニケーションの

重要性指摘。評価主体の信頼性を担保す

る仕掛けの必要性指摘、 



社会技術研究開発 
「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 

「寄付を媒介とした多世代共創モデルの提案」 
研究開発プロジェクト 実施終了報告書 

 

46 
 

5-2．論文発表 

無し 
 
5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 
5-4．新聞報道・投稿、受賞など  

無し 
 
5-5．特許出願  

無し 


